（各課様式１）

予算要求資料
平成３０年度当初予算　　　支出科目　款：総務費　項：防災費　目：消防指導費
	事業名　消防学校施設安全管理対策事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　　　　危機管理部　消防学校　管理調整係　電話番号：0586-89-3226
　　　　　　　E-mail： c21201@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　  105,209千円（前年度予算額：45,452千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産
収　入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	45,452
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	45,452

	要求額
	105,209
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	105,209

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
　　　消防学校校舎が築40年以上経過し、老朽化が進んでいるので、施設・設備の保全維持を行う。
（２）事業内容

　　　　・まとい寮空調工事費：58,115千円
　　　　・屋内訓練場外壁補修工事費：44,184千円

　　　　・総合訓練棟等外壁補修工事実施設計費：2,910千円

（３）県負担・補助率の考え方

　　　　消防組織法に基づき、県負担で整備
（４）類似事業の有無
　　　　無
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	人件費
	
	

	旅費
	97
	旅費：97

	需用費
	307
	燃料費：67、消耗品費：240

	役務費
	528
	アスベスト・鉛含有調査：378、事務費：150

	委託料
	2,518
	工事委託料：2,518（総合訓練棟外壁工事実施設計）

	工事請負費
	101,759
	空調改修工事：57,759、屋外訓練場外壁工事：44,000

	補助金
	
	

	その他
	
	

	合計
	105,209
	


	　決定額の考え方　




事業評価調書（県単独補助金除く）
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　平成26,27年度に行った建築基準法12条点検の結果を踏まえて、平成29年度以降、計画的な修繕工事を実施している。

本館・まとい寮空調工事は、セントラル方式であり、老朽化しているため各部屋の個別空調にする。H29実施設計、H30まとい寮、H31本館を予定。なお、H31本館工事に併せて浴場用給湯器の更新（重油⇒ガス）及び重油タンクの撤去も実施する。

屋内訓練場の外壁は、特に南面の損傷がひどく、全般的に外壁が浮いている状態であるため改修する。H29実施設計、H30工事。

総合訓練棟、燃焼実験室、補助棟の外壁は全般的に損傷がひどく、外壁が破損している状態であるため改修する。また、屋外トイレは外壁のみならず内壁も損傷がひどいため、併せて改修する。H30実施設計、H31工事。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業
開始前
	指標の推移
	現在値

(前々年度末時点)
	目　標
	達成率

	
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	％


	
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	　施設・設備物品にはそれぞれに耐用年数があることから、その保全のためには計画的な保守・更新・維持管理が不可欠である。

教育訓練や学校（寮）生活に支障を与えないことが重要であって、達成率で示すことができない。


（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

　　・まとい班室内部改修費：27,968千円

　　・本館・まとい寮空調工事実施設計費：5,497千円

　　・屋内訓練場外壁改修工事実施設計費：2,723千円

　　・桜寮空調工事：5,850千円

　　・本館大教室暗幕取替工事：461千円

　　・寮棟間渡廊下塗装工事：2,953千円


（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果
　まとい班室内部改修により、老朽化しているベッドの損傷等を防ぐことができた。

桜寮空調工事により、全ての部屋のエアコンの更新が完了し、熱中症対策等を図ることができた。

本館大教室暗幕取替工事により、プロジェクターがより見やすくなり、円滑な授業を実施することができた。
寮棟間渡廊下塗装工事により、塗装の剥離を止め耐用年数を延ばすことができた。

	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）
　○：必要性が高い　　△：必要性が低い

	(評価)

○

	消防学校の教育訓練における安全管理は第一の課題であり、安全で快適な学校生活が送れること、また、教育訓練が滞ることはあってはならない。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）
　○：概ね期待どおりまたはそれ以上の成果が得られている

　△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）


	　

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）
　○：効率化は図られている　　△：向上の余地がある

	(評価)


	　



（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
　施設・設備の老巧化、教育訓練の高度化に対応できる教育訓練場の確保と維持


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

　工事を５か年度で集中して行い、一時的に費用が増大しないように各年度平準化するよう調整した。

教育訓練や寮生活に支障を及ぼす施設・設備の維持管理については、優先度を高く計画的に行う。

工事は、使いながら実施する必要があることから、教育訓練に支障がないよう、安全を担保して行う。


